
災害廃棄物処理業務従事者に対する再就職支援

＜東松島市コメント＞
東松島市のがれき処理従事者は、ハロー

ワークの利用経験者が少なく、出張相談や説
明会の実施により、再就職や雇用保険手続き
に対する不安解消が図られたと考える。

＜労働局コメント＞
東松島市の災害廃棄物処理業務の終了予定

時期である平成25年12月に向けて、同年４
月から同市と幾度も打合せを行い、がれき処
理従事者の意向を踏まえて、時宜にかなった
就職支援が実施されたことで、円滑な再就職
支援が図られたと考える。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 宮城労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：022-299-8061） （http://miyagi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp）

【宮城県東松島市】 【宮城労働局ハローワーク石巻】

【実施概要】

【役割分担】

災害廃棄物処理事業の終了により大量に発生する離職者に
対する円滑な再就職支援の実施

【東松島市】
◆がれき処理従事者に対する再就職

に関するアンケート調査の実施。
◆出張相談会・集団説明会の会場設

営及び周知・広報。

【ハローワーク】
◆作業現場での定期的な出張相談
の実施。

◆就職活動の方法及び雇用保険制度
に関する集団説明会への職員派遣。

災害廃棄物処理業務従事者（以下「がれき処理従事者」と
いう。）の再就職支援を、事業の実施主体である東松島市と
連携し、離職前からの出張相談や雇用保険制度等の集団説明
会を開催するとともに、離職後は、就職面接会等の開催により
再就職支援を実施した。

≪出張相談会≫

◆事業の実施主体の東松島市がアンケート調査を実施したことで、がれき処理従事者
のほぼ全員（約600人）の再就職に関する意向を把握出来たことにより、就職希望
時期に合わせた就職支援計画が策定出来た。

◆在職中からの職業相談・求人情報の提供により、離職後の円滑な就職促進が図られた。

【効果】



大手小売業者の閉店に伴う大量離職者に対し、
自治体及び関係機関と連携した就職支援を実施

＜銚子市コメント＞
ハローワークとの連携により離職者

に対して効果的な支援を行うことが

できた。

＜ハローワークコメント＞
広域な地域の雇用変動にハロー

ワークが主体となり地方自治体と連携
し迅速な対応ができ、離職者の生活

不安を和らげることができた。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫千葉労働局職業安定部職業安定課（ＴＥＬ：043-221-4081）(http://chiba-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/)

【千葉県銚子市】 【千葉労働局ハローワーク銚子】

【実施概要】

【役割分担】

大手小売業者の突然の事業所閉鎖で大量の離職者が発生。事前のア
シストができなかったため、銚子市と協議を進め緊急雇用対策協議会
を設置し離職者支援に取り組むことを決定。

◆早期就職及び生活支援について、関係機関との連携によりスムーズに行うこ
とができた。

銚 子 地 域：事業所数10社・求人件数21件・求人数37人
銚 子 地 域：求職者数25人・延面接数14人・採用4人
旭・匝瑳市域：事業所数9社・求人件数19件・求人数156人
旭・匝瑳市域：求職者数38人・延面接数15人・採用3人

【銚子市】
◆旭市、匝瑳市との連絡調整
◆面接会会場の提供と参加

【効果】

ハローワークを事務局とし、自治体及び商工会議所（商工会）、
千葉県、千葉労働局、銚子労働基準監督署による協議会を設置。緊急
相談窓口を各機関で設置するとともに就職面接会（2回）等の就職支援
を実施することを決定。

【ハローワーク】
◆協議会を設置し会議招集
◆決定した内容の実施と各委

員への結果報告



奈良県と奈良労働局が「雇用対策本部」を設置し、離職者への再就職支援、
生活支援等を実施

＜奈良県コメント＞
県内に3事業所を有する主要メー

カーでの大量希望退職について、早期
段階から国の機関と情報共有等の連携
ができたことで、迅速な対応ができた。

＜労働局コメント＞
このような対策においては、国と県が

課題を共有するとともに、お互いが持つ強
みを活かして連携した支援を行っていくこ
とが重要。

また、効果的な就職支援のためには、お
互いに企業情報の共有を図ることが重要。
なお、支援本部会議は、県と労働局が一体
的に再就職支援を実施していることを広く
県民に周知することができるといった効果
もあった。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【目的】

≪照会先≫ 奈良労働局職業安定部職業安定課 ・・・・・・・（ＴＥＬ：０７４２－３２－０２０８）

【奈良県】 【奈良労働局・ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

① 県内全ハローワーク（５箇所）に特別相談窓口を設置。在職中からの相談に
も対応した再就職支援

② 県内全ハローワークと県を含む関係自治体及び地域の経済団体が連携して、
「大量離職地域支援対策会議」を設置し、地域ごとでの関係離職者の早期再就
職に向けた支援体制を構築

③ 採用意向企業の情報を収集し、ハローワーク及び奈良県県内就労あっせん・
起業支援センター等が事業所訪問による求人開拓を実施

④ 経済4団体に対して、支援本部長（副知事・労働局長）による正社員求人確
保要請を実施

⑤ その他、退職者説明会、企業説明会、就職面接会を国と県で連携して実施

大手電機メーカーの希望退職を受け、奈良県と連携して情報の共有化とともに
万全の対策を図る。

これまで、県と労働局が連携して「雇用対策本部会議(※）」を開催し、再就職

支援の現状確認と今後取り組む対策等の検討を行った。
※ 構成員：奈良県、奈良労働局、ハローワーク、奈良市、天理市、大和郡山市、葛城市

【奈良県】
◆ 県内就労あっせん・起業支援セン

ターにおける職業相談、職業紹介及び
求職者と県内企業との交流会

◆ しごとiセンターにおける職業相談

【ハローワーク】
◆全所に特別相談窓口の設置
◆大量離職地域支援対策会議
◆合同就職面接会
◆集団での退職者説明会

県内企業と求職者との交流会（H27.9.29）参加企業等14社・１団体 参加求職者53人
合同就職面接会（Ｈ27.10.２） 参加企業42社 参加求職者３１３人

【効果】



地域の中核的な事業所の離職者対策のため、合同説明会を共同開催

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 愛媛労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：０８９－９４３－５２２１）

【愛媛県】【松山市】 【愛媛労働局ハローワーク松山】

【実施概要】

【役割分担】

大阪に本社を置く地域の中核事業所が、平成25年6月末で工場閉鎖され、大量離職者が発生した。当該
事業所は、松山市（旧北条市）にあり離職者の大部分が同地域出身者であることから、交通手段の利便性、
合理性を配慮し、離職後の各種手続きを効果的にするため、愛媛県及び松山市との連携により合同説明会
を実施した。

◆ 愛媛県、松山市とは、継続的な連携・協力体制の構築ができた。
◆ 平成26年1月末現在、新規求職者数79名で、就職件数10人、自己

就職等12人の成果があった。
◆ 職業訓練3名の受講者があった。

【愛媛県】
◆愛workの業務内容説明
（就職支援セミナー、求職相談等）

◆職業訓練について

【松山市】
◆国民健康保険加入手続等説明
◆北条支所への案内窓口設置

【効果】

・実施日時 平成25年6月11日（火）
午前9：00～12：00 午後13：00～16：00

・参加者数 92名（男39、女53）
・説明者 松山所3名、愛媛県1名、松山市3名
・説明会内容
・求職受理（個別相談） 81名（男33、女48）

＜愛媛県コメント＞
三者の連携による円滑な情報

収集、離職者への一体的情報提
供等その後の支援のモデルと
なった。

＜松山市コメント＞
国・県・市間の連絡調整会を

営むなどの有機的連携により、
関係機関間で情報共有した対応
方針に従い、組織の壁を越えた
継続的かつ総合的な支援の実施
に繋がった。

<労働局のコメント>
三者の連携体制を構築するこ

とができた。今後、より一層の
連携を図っていきたい。

【ハローワーク】
◆事業所、愛媛県及び松山市との各種調整 ◆雇用保険制度等説明
◆求職受理相談 ◆松山市への求人情報提供（毎週）


